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Abstract
 
In National Cable& Telecommunications Assn v.Brand X Internet Services,125S.Ct.2688
(2005),Supreme Court of the United States put a period to‘the battle for the last mile’,finding
 
that cable modem service is solely an‘information service’,and no separable‘telecommunications
 
service’is offered to the end user. This decision may promote the investment in‘pipelines’for
 
broadband internet access services in an unregulated competitive market. Nevertheless it also
 
means that those who own the‘pipeline’to end users could have a great power over the Internet.
Some scholars,statesmen,groups and coalitions have moved to build the regulatory framework
 
to save the neutrality of the Internet. U.S.Congress is now preparing some bills to amend the
 
Communications Act of1934that contain some provisions for ‘network neutrality’. However,
problems raised by differentiated networks and prioritized traffic are yet to be solved.
Government authorities should make the additional framework that is necessary to preserve the
 
open architecture of the Internet,and foster its progress in the future.
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はじめに
アメリカ合衆国におけるブロードバンド政策は、ケーブル事業者が提供するケーブル・モデムを使
用するブロードバンド・インターネット・サービス（以下「ケーブル・モデム・サービス」）に対する
規制のあり方に関する議論を通じて発展してきた?。ケーブル・モデム・サービスの法的性質の決定は、
当該サービスのみならず、同国のブロードバンド政策に大きな影響を与えるため、激しい議論を提起
してきた。近時の合衆国最高裁判所判決及びFCCによる規制緩和によって、（ケーブル・モデム・サー
ビスを含む）有線のブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスの施設ベースの提供者が
提供する当該サービスが、事実上非規制の情報サービスとして規制されることが確定した?。しかし、
このことは、ネットワークの末端部分の伝送路を保有する事業者及び/又はその関連会社が、当該伝送
路に対して排他的な支配を有することを可能とする。それは、インターネットの誕生以来現在まで維
持されてきた中立的な基本構造にも大きな影響を与え得るため、前記の構造の維持を目的とする、新
たな規制的枠組みを構築するべきであるという考えが、強く主張されることとなった。本稿は、近時
の米国における「ネットワークの中立性」をめぐる議論の現状と課題について、特にその政策的動向
を中心に検討を行うことをその目的とする。
１．インターネットの基本構造及びブロードバンド・インターネット・アクセス・
サービスの普及がもたらした問題について
１．１ インターネット及びそれが維持してきた技術的・制度的な基本構造について
米国の連邦通信法において、「インターネット」（＝‘the Internet’）とは、「連邦及び連邦以外の双方
の、相互運用性を有する「パケット交換」（＝‘packet switching’)?を使用するデータ・ネットワーク
から構成される国際的なコンピュータ・ネットワークを意味する」と、定義される?。インターネット
は、各々が独立した数多くの通信網の緩やかな集合体であり?、その一般への普及以前から利用が開始
された「商用オンライン・サービス」（＝‘commercial online service(s)’)?とは異なって、それを集中
的に統括する組織又は機構は存在しない?。
インターネットは、技術的には、独立したネットワークを共通の「インターネット・プロトコル」
（＝‘Internet Protocol’/以下「IP」)?で接続する形で成立した?。そのため、各々のネットワークに接
続される機器及びそこで使用されるアプリケーション等の技術的な仕様の決定は、それらのネット
ワークの管理者に委ねられた??。また、その民間への普及の初期の段階において、その「基幹幹線網/
バックボーン」（＝‘backbone’）は連邦政府によって提供されたが、個々のネットワークは、「コモン・
キャリア」（＝‘common carrier’)??である既存の電話会社が提供する専用線の購入という形で構成さ
れた。それらのネットワーク間の相互接続は、原則として、「概念的に隣接する通信網の同意にのみも
とづく」ものであり、それを規律する法的又は制度的な枠組みは、本稿執筆の時点に至るまで、基本
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的には存在しない??????。
ネットワーク間の相互接続に際しては、相互接続料金に相当する「ピアリング・フィー」（＝‘peering
 
fee’）の支払いが行われる。ピアリング・フィーの額は、「トラフィック/通信量」（＝‘traffic’）、それ
らの方向、及びそれらの時間帯における推移等についての考慮がなされた上で決定される??。このこ
とは、その他の契約条件についても同様である。パケット交換型の通信では、その実現の正否及び実
際に伝送されるトラフィック/通信量は、それが完了するまでは確定しない。そのため、ピアリング・
フィーは、一般的には「定額制」（＝‘flat rate’）で支払われる。また、パケット交換型の通信では、
ほとんどの場合に「帯域」（＝‘bandwidth’)??が共有される。そのため、インターネット通信では、事
業者は、サービスの提供に際して最善努力義務のみを負うとする「ベスト・エフォート」（＝‘best
 
effort(s)’）型の事業形態が一般的である。これらの実務は、インターネットを経由する通信料金の大幅
な低廉化を実現した。
この様にして、従来型の「公衆電話交換網」（＝‘Public Switched Telephone Network’/以下
「PSTN」）とは全く異なる技術的・制度的枠組みを有するネットワークが、PSTNとは別個に形成さ
れてきた。このことは、とりわけ、あるものが、インターネットに接続された、ある特定のネットワー
クと接続することによって、世界中の通信基盤を利用することを可能としてきた。技術的・制度的に
開放性を有するインターネットの基本構造は、そこにおける革新的競争及び消費者の利益の増大に大
きく寄与してきた。
１．２ ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスの普及がもたらした法的問題及びその
議論の推移について―伝送路に対する支配のあり方を中心に―
前述の様な経緯を経て形成されてきたインターネットの基本構造に改変がもたらされ得るという危
険性は、ネットワークの末端部分の「伝送路」（＝‘pipeline’）を保有する事業者によって提供される、
「伝送」（＝‘transmission’）の構成要素を有する「ブロードバンド・インターネット・アクセス・サー
ビス」（＝‘broadband internet access service(s)’）（より具体的には、ケーブル事業者によって提供さ
れる「ケーブル・モデム・サービス」（＝‘cable modem service(s)’)??）の到来によって、もたらされ
た。これらのサービスの法的性質は、特に「インターネット・サービス・プロバイダー」（＝‘Internet
 
Service Provider(s)’/以下「ISP(s)」）が提供する ISPサービス市場における競争環境に重大な影響を
与えるため、法的な争いが長く継続した。
1996年に、連邦議会は、「1996年電気通信法」（＝‘the Telecommunications Act of 1996’)??を制定
し、「電気通信」（＝‘telecommunications’)??、「電気通信サービス」（＝‘telecommunications service’)??
及び ?情報サービス」（＝‘information service’)??の定義を定めた。しかし、同法は、ISP(s)、ISPサー
ビス及びケーブル・モデム・サービス等については、明示的な定義を定めなかった。1998年に、「連邦
通信委員会」（＝‘the Federal Communications Commission’/以下「FCC」）は、将来の「ユニバー
サル・サービス」（＝‘universal  service’）に対して考察を行った所謂「スティーヴンス報告書」
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(＝‘Stevens Report’)??を公表した。当該報告書において、FCCは、ISPサービスを電気通信サービ
スとしてではなく、情報サービスとして分類することは適切である、と判断したが??、ケーブル・モデ
ム・サービスに代表される、インターネットへの物理的な接続及びデータの「伝送」という構成要素
を含むサービスの法的性質については言及しなかった。
1990年代末期、「ブロードバンド・サービス」（＝‘broadband service’)??への要求が高まる中で、ケー
ブル・モデム・サービスの普及が進展した。同時に、ケーブル回線網が有する広帯域性がケーブル事
業者に付与する強い競争力によって、非関連 ISP(s)が、ISPサービス市場から駆逐され得るとの懸念
が指摘される様になった??。そして、ケーブル事業者による競争者に対するケーブル施設の開放、すな
わち、「オープン・アクセス」（＝‘open access’）を求める声が高まった。当該問題は、1990年代末以
降に発生した「複数の地域において事業を運営するケーブル事業者（一般に「統括管理会社」）」
（＝‘Multiple System Operator(s)’/以下「MSO(s)」）に対する一連の大規模な買収に際して顕在化し、
特に米国最大の「インター・エクスチェンジ・キャリア/長距離通信事業者」（＝‘Inter Exchange
 
Carrier(s)’or‘Interexchange Carrier(s)’/以下「IXC(s)」）であったAT&T Corporation（以下「AT&T
社」）による、当時同国における第２位のMSO(s)であったTele-Communications,Inc.（以下「TCI
社」）に対する買収を契機として発生した所謂 ?Portland事件」??等によって、司法の場でも争われた。
当該法的紛争の結果は、ケーブル・モデム・サービスの法的性質に大きく依存する。当該サービスが、
「ケーブル・サービス」（＝‘cable service’)??としての法的性質を有するならば、連邦通信法第Ⅵ編の
もとで、地方当局の広範な監督権限に服することとなる。それが、電気通信サービスとしての法的性
質を有するならば、同法第?編のもとで、FCCによる厳格なコモン・キャリア規制に服することとな
る（すなわち、オープン・アクセスが命じられ得る)??。それが、情報サービスであるならば、同法?
編のもとで、専らFCCの監督権限に従い、より緩やかな規制に服することとなる。1999年６月４日、
AT&T v.City of Portlandの原審判決??が下され、当該買収を承認する条件としてオープン・アク
セスを命じた地方当局の監督権限が認められた??。AT&T社及びTCI社は、第９巡回区連邦控訴裁
判所に上訴した。2000年６月22日、控訴審判決??において、当該裁判所は、ケーブル・モデム・サー
ビスの双方向性を根拠として、当該サービスは、ケーブル・サービスとしては性質決定されない、そ
れは、情報サービスと電気通信サービスの要素を含んでいる、と判示して、地方当局の監督権限を否
定した??。その後、第４巡回区においても、ケーブル・モデム・サービスが電気通信サービスの構成要
素を含むことを理由として、地方当局による規制を排除する旨の判決が示された??。
2000年９月28日、FCCは、ケーブル及びその他の施設を経由するインターネットへのアクセスに関
する「調査の告示」（＝‘Notice of Inquiry’/以下「Cable NOI」)??を公布し、その後、2002年３月15
日、「宣言的判断」（＝‘Declaratory Ruling’)??を、その一部を構成する「規則制定提案の告示」
（＝‘Notice of Proposed Rulemaking’/以下、当該部分を特に「Cable NPRM」)??とともに公布し
た。当該判断に際して、FCCは、スティーヴンス報告書??における認定を採用して??、ケーブル事業
者（及び/又はその関連 ISP(s)）は、施設を保有しない ISP(s)と同様に、ケーブル・モデム・サービ
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スをエンド・ユーザーに提供するために電気通信を使用しているに過ぎず、電気通信サービスは提供
していない、と判断した??。そして、FCCは、その当時提供されていたケーブル・モデム・サービス
を、ケーブル・サービスとしてではなく、州際情報サービスとして分類することは適切であり、分離
して提供される電気通信サービスは存在しない、と結論付けた??。
FCCによる宣言的判断によって、ケーブル・モデム・サービスは、連邦控訴裁判所の判断が示され
た第４巡回区及び第９巡回区では、情報サービス及び電気通信サービスの要素を含む混合的なサービ
スとして、それ以外の巡回区においては、統合された情報サービスとして、法的性質が決定されるこ
ととなった。FCCによる宣言的判断の再考を求めて、全米で７つの異なる申立てがなされた。これら
は、Brand X Internet LLC??による申立てとの併合を目的として、第９巡回区連邦控訴裁判所に移
送された。2003年10月６日、第９巡回区連邦控訴裁判所は、原審であるBrand X Internet Servs. v.
FCC??において、「先例拘束性の原理」（＝‘stare decisis’）に従って、Portland事件控訴審判決??に
おける判断を採用し、ケーブル事業者が、インターネット伝送を提供する範囲においては、電気通信
サービスを提供している、と判断して、FCCの宣言的判断の一部肯定、一部破棄及び更なる手続きを
行う目的での差戻しを命じた。その後、Brand X 1の当事者の一部を含むものによって、再弁論を求
める申立てがなされたが、当該請求は棄却された??。
原審判決であるBrand X 1が効力を保持しているならば、FCCは、ケーブル・モデム・サービス
（更には、その他のブロードバンド・インターネット・アクセス・サービス）を、連邦通信法第?編
のもとで電気通信サービスとして規制することを要求されることとなる。その様な規制のあり方は、
FCCの宣言的判断と整合性を有さない。連邦政府は、当該問題の重要性を認識し、2004年８月27日、
「裁量上訴受理令状」（＝‘certiorari’）を求める申立てを行った????。また、当該判決と利害関係にある
事業者等も、同年８月30日、裁量上訴受理令状を求める申立てを行った??。これらの申立てに対して、
同年12月３日、合衆国最高裁判所は、それらを受理する旨の決定を行った??。2005年６月27日、合衆国
最高裁判所は、上告審であるNational Cable & Telecommunications Assn v. Brand Ｘ Internet
 
Services??において、第９巡回区連邦控訴裁判所は、合衆国最高裁判所がChevron U.S.A., Inc. v.
Natural Resources Defense Council, Inc.??で確立した所謂「Chevron判決/理論」の枠組みを適用
するべきであって、先例拘束性の原理にもとづいて、それとは反対の結論を導くPortland 2において
採用した解釈に従うべきではなかった、と判断し、原審判決を破棄し、当該判決理由と整合性を有す
る形での更なる手続きを求めての差戻しを命じた??。その結果、所謂「Portland事件」以来長く争わ
れてきた、ケーブル・モデム・サービスの法的性質をめぐる争いに最終的な判断が示され、当該サー
ビスが、統合された情報サービスとして規制されることが確定した。
一方、2001年に成立した共和党政権下のFCCは、最小限の規制によって、競争市場のもとでブロー
ドバンド・サービスに対するより多くの投資と革新を助長するという政策を推進してきた。そして、
特に旧Bell系を中心とする「既存のローカル通信事業者」（＝‘incumbent  Local Exchange
 
Carrier(s)’/以下「iLEC(s)」）によって提供されるブロードバンドの ISPサービスに対する規制を緩和
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してきた。
2003年、FCCは、「アンバンドルされたネットワーク構成要素」（＝‘Unbundled Network
 
Element(s)’/以下「UNE(s)」)??の提供義務の再考を行った所謂「３年毎の再考」（＝‘Triennial
 
Review’/以下、同じ)??において、競争者が「デジタル加入者回線」（＝‘Digital Subscriber Line’/DSL/
以下「xDSL」)??サービスを提供する際に必要となる金属製の「ループ/ローカル通信回線」
(＝‘loop(s)’）の高周波数部分の提供を義務付ける回線共用義務を３年の移行期間の後に撤廃するこ
と??、及び家庭内向けの光ファイバーに関するアンバンドル義務の大半を廃止すること??、を決定し
た??。この結果、家庭内向けの光ファイバーを使用する「ファイバ ・ートゥ ・ーザ・ホーム」（＝‘Fiber
 
To The Home’/以下「FTTH」)サービスの提供に際して、iLEC(s)は、ケーブル事業者がケーブル・
モデム・サービスを提供する場合と同様に、基本的に自らの施設又は設備を専用することが可能となっ
た??。
その後、FCCは、規制緩和を更に推進する形で、2005年８月５日、iLEC(s)やケーブル事業者を含
む有線のブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスの施設ベースの提供者に対して、当
該サービスの一部である「伝送」の構成要素を、スタンド?アローンのコモン・キャリア・ベースで提
供する義務を廃止することを発表し??、同年９月23日、当該規則を公表した??。その結果、xDSLサー
ビスを含めて、これらのサービスは、基本的には情報サービスとして分類されることとなった??。
１．３ 問題の所在
問題は、有線の伝送路を保有する事業者が提供するブロードバンドの ISPサービスが、事実上非規
制の情報サービスとして規制されることが確定したことである。このことは、iLEC(s)とケーブル事業
者との間に存在した競争環境の格差を解消した??。また、ブロードバンド・インターネット・アクセス・
サービスを可能とする伝送路の建設への誘因を確保した??。しかし、その一方で、当該サービスの提供
者は、厳格なコモン・キャリア規制に服することなく??、ISPサービスの提供に際して、ネットワーク
の末端部分の伝送路に対して排他的な支配を有することが可能となった。
２．アメリカ合衆国における「ネットワークの中立性」及びそれに対する規制の現状
について
２．１ ?ネットワークの中立性」とは？
?ネットワークの中立性」（＝‘network neutrality’）とは、特にネットワークの利用者の視点から、
?エンド・トゥー・エンド」（＝‘end to end’)??の考えにもとづいて構築されたインターネットが、そ
の誕生から現在に至るまで保持してきた、技術的・制度的に開放性を有する中立的な基本構造を維持
することによって、それが実現してきた革新的競争及び消費者の利益を保護するべきであるという考
えである??。伝統的に、当該考えは、レイヤー型規制論又は水平型規制論という考え??と高い整合性を
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有する。ケーブル回線網へのオープン・アクセスが問題となった時期に、伝送路の保有者の行為が、
コンテンツ伝送を含む多様性の確保に影響を及ぼし得る危険性に対する懸念が、既に示されてい
た????。民主党政権下のFCCは、ケーブル回線網についても、iLEC(s)が保有するPSTNと同様に、
競争者に対して開放する方向で検討していた??。そのため、同時期には、レイヤー型規制論又は水平型
規制論にもとづいて、コモン・キャリア規則又はそれに類似の規制をケーブル事業者に対しても賦課
することが活発に議論された??。
2001年に成立した共和党政権下のFCCは、一連の規制緩和政策を実施した。そのため、ケーブル・
モデム・サービスの法的性質をめぐる議論が再燃し、当該サービスに対する規制のあり方が問われた。
この時期から、伝送路に関連する一連の規制緩和が、インターネットの中立性を脅かす危険性が発生
させ得ることが、一部の政策担当者や識者によって強く指摘される様になった????。その後、当該議論
において、「ネットワークの中立性」という語が、使用される様になった??。
しかし、ネットワークの中立性の重要性が一般に広く認識されてきたのは、近時のことである。そ
の理由として、以下の様な競争環境の変化が存在する。
⑴ 特に「ワールド・ワイド・ウェブ」（＝‘World Wide Web’/以下「WWW」）に関連するアプリケー
ション・ソフトウェア技術の発展によって、エンド・ユーザーによる「ピア?ツー?ピア」
（＝‘peer-to-peer’or‘P to P’/以下「P2P」）型のファイル交換ソフトウェアの利用や、非ネットワー
ク系の IT事業者??によって提供される「マルチキャスト」（＝‘multicast’)??の動画配信をともなう
サービスに代表される、帯域の「集中的な利用」（＝‘intensive use’）によって実現されるサービス
及びアプリケーション等が普及してきたこと。そのことが、近時のインターネット上で著しいトラ
フィック/通信量の増加、更に、ネットワークの保有者によるネットワークの更新への要求をもたら
してきたこと。
⑵ 一方、その様な動向にも触発される形で、従来から「多チャンネル・ビデオ・プログラム配信」
（＝‘Multichannel Video Programming Distribution’/以下「MVPD」）サービスを提供してきた
MSO(s)に加えて、ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスのもう１つの主要な提供
者である iLEC(s)も、IPTV等と呼ばれる IP技術を応用するMVPDサービス??を中心に、垂直統
合型のサービスの提供を計画又は実現してきたこと。
⑶ 従来からブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスを可能とする伝送路の建設への
誘因を提供する目的で、FCCによって、当該サービスに対する規制が緩和されてきた。それに加え
て、伝送路の建設への更なる誘因を提供する目的で、それを経由して提供されるMVPDサービスに
対する規制の大幅な緩和を含む連邦通信法の大幅な改正が、2005年初頭以降に連邦議会で提案され
てきたこと??。
⑷ 近時の旧Bell系の iLEC(s)を中心とする大規模な電話会社の合併??によって、物理的ネット
ワークの上流部分から末端部分までを保有する大規模な ISP(s)が成立した。また、ネットワークの
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末端部分に特に大きく依存するブロードバンド・インターネット・アクセス・サービス市場では、
全米の殆どの地域で、iLEC(s)及びMSO(s)による事実上の複占がもたらされたこと。そのことに
よって、これらの大規模な ISP(s)が、非ネットワーク系の IT事業者に対する強い価格交渉力を有
することとなったこと。
⑸ 更に、近時の IP技術の発展が、MSO(s)によって、従来から一部の地域で提供されてきた回線交
換型の音声電話サービスのみならず、「IP電話」（＝‘Internet Protocol telephony’or ‘IP
 
telephony’)??及び「ヴォイス・オーバー・インターネット・プロトコル」（＝‘Voice over Internet
 
Protocol’/以下「VoIP」)??によって実現される音声サービスの提供を可能としてきたこと??。その
ことが、従来はローカル音声電話サービス市場で事実上の独占を享受してきた iLEC(s)による
MVPDサービス市場への参入を加速する結果を導いてきたこと。
この様な状況のもとで、ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスへの非規制の政策
の採用が、前述したFCCによる規則制定及び合衆国最高裁判所判決によって、確定的となった。その
ため、インターネット通信に際してボトルネックとなるネットワークの末端部分の伝送路を保有する
事業者及び/又はその関連会社が、単に ISPサービスでの競争において支配的地位を獲得するのみな
らず、インターネット上でコンテンツ、サービス及びアプリケーションを提供する非ネットワーク系
の IT事業者に対して反競争的行為を行い、結果として、インターネットの中立的な基本構造が実現し
てきた、革新的競争及び消費者の利益を著しく損なう危険性が強く指摘されることとなった。そのた
め、近時では、ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスが情報サービスであることを
前提としつつも、前記の基本構造を維持し、その変革をもたらし得る行為を規制する法的枠組みを構
築するべきであるという考えが、強く主張されることとなった。
２．２ アメリカ合衆国における「ネットワークの中立性」をめぐる議論の現状について
概して、本稿執筆の時点における米国でのネットワークの中立性をめぐる議論の現状は、以下のと
おりである。
２．２．１ FCC
共和党政権下のFCCは、ブロードバンド・サービスに対する規制緩和を一貫して進めた。しかし、
ネットワークの中立性に関連する問題の重要性は認識されてきた。例えば、2004年２月８日、当時FCC
の委員長であったMichaell K.Powell氏は、インターネットの開放性こそが、その発展を支えてきた
こと、そして、そのことが、人々に力を与えてきたという旨の所見を述べている????。
Brand Ｘ 3が示された後の2005年８月５日、FCCは、公共インターネットの開放され相互接続され
る性質を維持し促進するための４原則を示す政策声明を採択したと発表し??、同年９月23日、当該政
策声明 (一般に「（FCCによる)ブロードバンド政策声明」)??を公布した。当該政策声明において、
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FCCは、まず、インターネットの入手可能性は、アメリカ人の生活に深遠な影響を与えること、この
ネットワークのネットワークは、我々が交信する方法を根本的に変革したこと、それは、交信の速度、
通信機器の幅、及び我々が情報を送受信するプラットフォームの多様性を、増大させたこと、を認定
する??。そして、連邦議会が述べてきた様に、個々のアメリカ人が利用可能な、一連のインターネット・
サービスは、我々の市民に対する教育的及び情報的な入手可能性における驚くべき前進を代表するも
のであると認定し、また、インターネットは、「政治についての言葉による思想の伝達の真の多様性、
文化的発展の比類無き機会、及び知的活動のための無数の方法」を代表するものであること、更に、
インターネットは、生産性の成長及び費用の削減の原動力として、（社会）経済において重要な役割を
果たすこと、を認定する??。
次に、FCCは、改正された1934年電気通信法の?230（ｂ)??において、連邦議会は、全米のインター
ネット政策を描写する。特に、連邦議会が、「現在インターネットにとって存在する、活力ある競争的
な自由市場を維持すること」は、合衆国の政策であると言明すること、及び同法?706（ａ)??において、
連邦議会が、FCCに対して、「合理的かつ適時に、高度な電気通信性能」、すなわち、ブロードバンド
の、「全てのアメリカ人に対する提供を促進する」義務を賦課すること、を認定する??。
更に、FCCは、当該政策声明において、FCCが、これらの連邦議会による指令と整合性を有する、
インターネット及びブロードバンドに対するアプローチについての指導及び洞察を提供すること、の
必要性を認定する??。
そして、FCCは、FCCが、インターネット・アクセス又は「IPが可能とする」（＝‘IP-enabled’）サー
ビス（の提供）を目的とする電気通信の提供者が、中立的なやり方で運営されることを保証するため
に必要な管轄権を有すること、を認定し、以下の４原則を示した??。すなわち、⑴ブロードバンドの提
供を促進し、公共インターネットの開放され相互接続される性質を維持し促進する目的で、消費者は、
自ら選択する合法的なインターネット上のコンテンツにアクセスする権利を有すること??、⑵ブロー
ドバンドの提供を促進し、公共インターネットの開放され相互接続される性質を維持し促進する目的
で、消費者は、法執行の必要に服して、自ら選択するアプリケーションを作動させ、サービスを利用
する権利を有すること??、⑶ブロードバンドの提供を促進し、公共インターネットの開放され相互接
続される性質を維持し促進する目的で、消費者は、自ら選択する、ネットワークに損害を与えない適
法の機器を接続する権利を有すること??、及び⑷ブロードバンドの提供を促進し、公共インターネッ
トの開放され相互接続される性質を維持し促進する目的で、消費者は、ネットワーク・プロバイダー、
アプリケーション・プロバイダー及びサービス・プロバイダー、並びにコンテンツ・プロバイダー間
の競争を享受する権利を有すること??、である。
また、FCCは、電気通信市場がブロードバンド時代に入るに際して、インターネットの活力ある開
放された特徴を維持し促進する義務を有すること、及びインターネットのブロードバンドの、コンテ
ンツ、アプリケーション、サービス及び付属品/アタッチメントの、創造、採用及び使用を育成するこ
と、並びに、消費者が競争に由来する革新から利益を得ること、を確保する目的で、FCCは、上記の
183近時のアメリカ合衆国における「ネットワークの中立性」をめぐる議論について
原則を、その進行中の政策立案活動に組み込むこと、を確認した??。一方、当該政策声明は新たな規則
を採択するものではないことが確認された??。FCCは、当該政策声明の公表後も、非規制の政策を維
持している???。
２．２．２ 連邦議会
第109連邦議会では、連邦通信法の改正が活発に議論されてきた。ネットワークの中立性の問題は、
MVPDサービス規制の緩和と並んで、中心的課題である。FCCによる政策声明の公表以後、ネット
ワークの中立性に関連する条項を含む幾つかの法案が、連邦議会に提出されてきた???。特に、ネット
ワークの中立性の保護を目的とする規制の対象、及びそれを目的とするFCCの権能の問題が議論の
焦点となってきた。
本稿執筆の時点までに、連邦議会の上院及び下院において、各々の連邦通信法の改正を目的とする
法案が作成され、審議の対象となってきた。それらの中で、2006年５月１日、テクサス州選出の共和
党下院議員 Joe Barton氏らによって提出されたH.R. 5252（RFS）「ブロードバンドのネットワーク
及びサービスの提供を促進する法案」（＝‘A BILL To promote the deployment of broadband
 
networks and services’）（その簡略化された表題は、「2006年通信の、機会、促進、及び強化法」（＝‘the
 
Communications Opportunity,Promotion,and Enhancement Act of 2006’）)???、及びアーカンソー
州選出の共和党上院議員Ted Stevens氏らによって、当初はS. 2686（IS）として提出されたH.R.
5252（RS）「ブロードバンドのネットワーク及びサービスの提供を促進する法案」（＝‘A BILL To
 
promote the deployment of broadband networks and services’）（その簡略化された表題は、「高度
電気通信及び機会改革法」（＝‘the Advanced Telecommunications and Opportunities Reform Act’）
又は「2006年通信法」（＝‘the Communications Act of 2006’）)???が、それぞれ下院及び上院を代表
する法案となった。
［３．ｘ］でも後述する様に、これらの法案の審議に際しては、単に⑴トラフィック/通信量の遮断又
は意図的な遅延のみならず、⑵トラフィック/通信量の差別化、及び⑶トラフィック/通信量の高速化
に必要な費用の（特に非ネットワーク系の IT事業者に対する）追加的要求についても規制の対象とす
るべきかという問題が、議論の対象とされた???。そして、特に、⑵及び⑶についても、規制の対象と
するべきであるという考えにもとづく修正案が、上院及び下院において提出された。しかし、これら
の修正案は、結局は採用されなかった???。
２．２．３ 裁判所
本稿執筆の時点までに、ネットワークの中立性について争われた主要な判決は存在しない。すなわ
ち、Brand X 3以後、司法の場における当該問題に関する顕著な進展は見受けられない???。
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２．２．４ 事業者、事業者団体、消費者団体・市民団体及び研究者/学識経験者等
1990年代末から2000年前後にオープン・アクセスが問題になった際と同等又はそれ以上に、事業者、
事業者団体、消費者団体・市民団体研究者/学識経験者等が、ネットワークの中立性について自らの主
張を行っている。特に、事業者、事業者団体（及びそれらを支持する消費者団体・市民団体）は、連
邦議会への「ロビィ活動」（＝‘lobbying’）の一環として、インターネット上で活発な活動を行ってきた。
ネットワークの中立性を支持する連合として、非営利団体及び比較的小規模な非ネットワーク系の IT
事業者から構成されるThe SavetheInternet.com Coalition???が存在し、ネットワークの中立性が維
持されない場合の危険性を主張してきた??????。一方、iLEC(s)やケーブル事業者に代表される伝送路
の保有者は、インターネットへの規制は不必要である、と主張し???、当該考えを主張する連合である
Hands Off The Internet???を結成している。
当該問題については、研究者/学識経験者も積極的に意見を述べてきた。概して、研究者/学識経験
者は、ネットワークの中立性という考えを支持する者が多い。当該考えの最も早い時期からの支持者
として、Stanford Universityの Lawrence Lessig教授が存在する??????。また、「インターネットの父」
(＝‘the father of the Internet’)と呼ばれるVinton G.Cerf博士も、当該考えを支持する声明を公表
している???。一方、「インターネットの祖父」（＝‘the grandfather of the Internet’)と呼ばれ、現在
FCCの「筆頭科学技術者」（＝‘Chief Technologist’）であるDavid J.Farber博士は、ネットワーク
の中立性を維持する枠組みの構築を含めて、インターネットに関する規制の導入に反対する。
２．３ 小括
以上が、本稿執筆の時点におけるネットワークの中立性をめぐる議論の現状である。当該議論は、
まさに行われている最中であり、当該問題をめぐる状況は非常に流動的である。
３．考 察
本稿執筆の時点におけるネットワークの中立性をめぐる議論の現状は、［２．２］で述べたとおりで
ある。米国での状況は非常に流動的であるが、当該議論の現状からは、近い将来における政策の方向
性が一定の範囲で示されつつあること、及び解決されるべき幾つかの問題の所在が明らかになってき
たこと、が理解出来る。概して、それらは、以下のとおりである。
３．１ 近い将来においてネットワークの中立性の維持を目的とする規制の対象となるであろう行為
について
如何なる行為をネットワークの中立性の維持を目的とする規制の対象とするべきであるかについて
は、激しい議論が闘わされている。その理由の１つとして、これまでに発生した具体的な事件が限定
されていることが挙げられる。概して、規制緩和論者は、ネットワークの中立性を目的とする規制の
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必要性が存在することが示される以前に、それを賦課することに反対する???。一方、消費者団体や研
究者/学識経験者の多くは、ネットワークの中立性を脅かす危険性が顕在化する以前に、インターネッ
トの基本構造の維持を目的とする措置が必要である、と主張する???。
ネットワークの中立性の考えにもとづく規制が影響を及ぼし得る潜在的領域は、広い。しかし、本
稿執筆の時点にまでに、政策担当者が考察の主たる対象としてきた、（潜在的なものも含む）事業者に
よる行為は、公共インターネットを経由する、インターネット上のコンテンツへのアクセス、インター
ネット・アプリケーションの作動及びインターネット・サービスの提供にともなって発生する、トラ
フィック/通信量の取扱い（並びに、それらを提供するプロバイダーの選択）に関連するものが中心と
なっている???。より具体的には、⑴トラフィック/通信量の遮断又は意図的な遅延、⑵トラフィック/
通信量の差別化、及び⑶トラフィック/通信量の高速化に必要な費用の（特に非ネットワーク系の IT
事業者に対する）追加的要求が、活発な議論の対象となってきた???。
まず、トラフィック/通信量の遮断又は意図的な遅延についてである。消費者団体等は、大規模な電
話会社の経営者の発言???及び通信サービスの提供に関連して過去において実際に発生した具体的事
件??????を取り上げて、ネットワークの中立性が維持されない場合に、前述の様な行為が行われる危険
性を示す根拠としてきた。一方、伝送路を保有する事業者は、当該行為は、自らが提供するサービス
の加入者のみならず、当該サービス自体に対してもネットワークの外部性を減殺する効果を有する（結
果として、その様な行為は、自らの利益に反する）ことを根拠として、将来的にも、当該行為を実行
する意思はないとの考えを示してきた?????????。
当該行為に対して、FCCのKevin J.Martin委員長は、FCCの既存の指針で対応可能であるとの考
えを述べている???。また、概して、近時の連邦議会に提出された法案も、当該行為の規制を目的とす
る条項を含んでいる???。したがって、当該行為が規制の対象とされることは、ほぼ確実であるものと
思われる???。
次に、トラフィック/通信量の差別化についてである。FCCのMartin氏は、伝送路の保有者が、自
らのネットワークを差別化して、その上で伝送されるトラフィック/通信量に優先順位付けする権利を
有するとの考えを示して、それを容認する姿勢を示している???。しかし、当該行為に対する規制の是
非をめぐる議論は、提供されるサービスの種類によって異なり得る。それが、保有する伝送路に一定
の帯域を確保して実現されるMVPDサービスの提供に際して行われる場合には、法的問題となる可
能性は少ないものと思われる。しかし、当該行為が、公共インターネットとの接続に際して行われる
場合には法的問題が発生し得る。何故なら、それは、結果として、競争関係にある事業者のトラフィッ
ク/通信量の相対的な遅延をもたらし得るからである???。したがって、将来において、当該行為が、競
争法の適用の是非の判断を含む具体的な紛争を発生させ得る可能性も存在する???。
最後に、（特に非ネットワーク系の IT事業者に対する）トラフィック/通信量の高速化に必要な費用
の追加的要求についてである。伝送路を保有する事業者が、MVPDサービス又は公共インターネット
を経由して提供される、帯域の集中的な利用によって実現される、インターネット・サービスを提供
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する場合には、特に後者を提供する非ネットワーク系の IT事業者と競争関係を有することとなる。そ
のため、当該要求の認容は、伝送路を保有する事業者とそれを保有しない事業者との間の競争環境に
大きな影響を与え得る。
当該問題に対する考えは、識者の間でも見解が分かれる。例えば、WWW の提案者であるTim
 
Berners-Lee博士は、トラフィック/通信量の高速化に必要な費用の追加的要求を容認する???。一方、
Lessig教授は、当該要求の認容に否定的であり、第109連邦議会で民主党議員等によって提案された修
正案を支持した???。当該問題は、当該連邦議会での連邦通信法改正に際しても争点となった。詳細は、
［３．３］で後述する。
３．２ ネットワークの中立性を実現する権能のあり方について―FCCの権能の範囲を中心に―
特に、2006年の初頭以降、ネットワークの中立性をめぐる主たる議論の場が連邦議会に移った後に、
それを実現する権能のあり方についての議論が顕在化してきた。当該問題は、［２．２．１］で前述した、
（少なくとも一定の範囲で）ネットワークの中立性を実現する旨の政策声明を公表したFCCの権能
を、立法によって、どの範囲に制限するか、という議論が中心となる。概して、第109連邦議会に提出
された法案は、一連の規制緩和の潮流を反映してか、FCCが、既存の権能の範囲において、ブロード
バンド政策声明を実現することを規定し、H.R. 5252（RFS）等の一部の法案を除いて、FCCに新た
な権能を付与することに否定的である???。近時では、競争当局である「連邦取引委員会」（＝‘the
 
Federal Trade Commission’/FTC）も、ネットワークの中立性に関する問題に注目してきた???。ま
た、第109連邦議会では、競争法の適用を想定する条項を有する法案も提出されてきた???。近い将来に
おいては、ネットワークの中立性に関する問題の顕在化にともなって、当該問題の解決を目的とする、
反トラスト当局の役割が拡大し得るものと思われる???。
３．３ トラフィック/通信量の高速化に必要な費用の（特に非ネットワーク系の IT事業者に対する）
追加的要求がインターネットの基本構造に対してもたらし得る影響について
［３．１］及び［３．２］で前述した様に、近い将来においては、ネットワークの中立性について、専
らトラフィック/通信量の遮断又は意図的な遅延のみを、既存の規制的枠組みの範囲内で規制する政策
が採用される（すなわち、トラフィック/通信量の差別化及びトラフィック/通信量の高速化に必要な
費用の追加的要求は、規制の対象とされない）ことが強く予測される。
ネットワークの中立性の支持者は、非規制の政策を批判し、立法による問題の解決を主張してき
た???。実際に、第109連邦議会では、トラフィック/通信量の差別化及び/又はトラフィック/通信量の
高速化に必要な費用の追加的要求を禁止する条項を含む法案も提出された???。一方、伝送路の保有者
及び規制緩和論者は、ブロードバンド・サービスを実現する伝送路の建設及び維持への誘因の確保等
を根拠として、前述の行為を容認する非規制の政策を支持する。伝送路の構築に必要な費用等の回復
等を目的として、これらの行為を容認する見解も存在する???。特に、トラフィック/通信量の高速化に
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必要な費用の（特に非ネットワーク系の IT事業者に対する）追加的要求については、生産性や効率性
の観点から説明がなされ得るという見解も存在する???。但し、この様な費用を非ネットワーク系の IT
事業者に負担させることによって、ネットワークの運営に必要な費用の負担の適正な配分の実現が可
能であるかという疑問も、提起され得る???。
両者は、将来におけるインターネットの発展及び革新の必要性を、各々の主張の根拠とする。本稿
執筆の時点で、それらを判断することには困難がともなう。しかし、我が国とは異なって、ブロード
バンド・インターネット・アクセス・サービスを実現する伝送路の整備が不十分であり、全米の殆ど
の地域における当該サービス市場において iLEC(s)及びMSO(s)による事実上の複占が存在し、かつ、
当該サービスに対して事実上非規制の政策が採用されている米国においては、ネットワークの中立性
を支持する主張が、一定の説得力を有する様に思われる。このことは、インターネットの物理的な構
造と密接な関係がある。
トラフィック/通信量の差別化及びトラフィック/通信量の高速化に必要な費用の追加的要求は、現
在又は近い将来においては、エンド・ユーザーが体感するインターネットの利用環境に対して影響を
与えないかも知れない。しかし、トラフィック/通信量の高速化に必要な費用の（特に非ネットワーク
系の IT事業者に対する）追加的要求が、既存のエンド・トゥ ・ーエンドの構造に対する変革を意味し
得ることは否定出来ない。何故なら、過去においては、インターネット通信におけるボトルネックは、
（ケーブル回線網が問題となった事例を除いて）存在しなかったため、特に通信速度に関して、通信
の両端に位置するものによる、提供されるサービスの通信速度（の理論値）の選択は可能であっても、
それらの間に位置するものによる、伝送速度への関与は不可能であったからである。また、トラフィッ
ク/通信量の高速化に必要な費用の追加的要求は、時間の経過にともなって、インターネットの基本構
造に対して重大な影響を与え得る。従来、ネットワークの末端部分の伝送路の保有の有無にかかわら
ず、ネットワークを保有する大規模な事業者は、自らが保有するインターネットを構成するネット
ワークの上流から下流に至る部分に対して投資する必要があった。しかし、ある特定のトラフィック/
通信量の高速伝送を目的とする「階層化されたインターネット」（＝‘tiered Internet’）又は「優先車
線」（＝‘priority lane(s)’）の構築が可能となると、ネットワークの末端部分の伝送路の保有者は、自
らが保有する末端部分の伝送路における帯域の利用状況に応じて、自らが専用することが可能なネッ
トワークの上流及び/又は中流部分を構築することによって、公共インターネットへの依存を減少さ
せ、より少ない投資でより大きな伝送速度の向上効果を得る（すなわち、「最適化する」（＝‘optimize’））
ことが可能となる???。結果として、公共インターネット全体としては、その中流及び上流部分に対す
る投資が減少し、結果として、ネットワークの末端部分の伝送路を保有する ISP(s) と、それ以外の
ISP(s)との競争力の格差は増大し、後者が保有するネットワークを含めて、公共インターネットの伝
送能力の大幅な向上は期待出来ない状況が、発生し得る???。
経済学的視点に鑑みた場合、インターネットが事業者にもたらした最大の効用は、物理的に直接接
続される事業者（又は「相互接続点」（＝‘Inter Exchange(s)’/IX(s)））との相互接続が実現されれば、
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世界中の通信基盤を利用することを可能としたことである??????。このことは、非ネットワーク系の
IT事業者が、革新的な事業を展開することが可能としてきた???。しかし、前述の様なインターネット
の基本構造の変化の著しい進展は、当該効用を享受し得る範囲を減殺し、新たな革新を阻害する危険
性を有することは否定出来ない??????。
如何にして、帯域を集中的に利用するサービス及びアプリケーション等を可能とする伝送路の建設
及び維持を実現するか、という問題は、ブロードバンド・サービスの普及及び発展を実現する際の重
要な政策的課題の１つである。当該問題の解決は容易ではないが、将来的にも、伝送路の建設及び維
持を目的とする費用は、基本的には帯域の利用を反映する対価をエンド・ユーザーに賦課することに
よって確保されるべきであると思われる。本稿執筆時の米国における様に、オープン・アクセスが実
現されない状況のもとでは、トラフィック/通信量の高速化に必要な費用（特にネットワーク系の IT
事業者に対する）追加的要求を容認することに対して、極めて慎重であるべきであろう??????。
むすびにかえて
米国とは異なって、我が国では、自らが保有する物理的ネットワークを一定の条件のもとで競争者
に開放する事業方針が、主要な電気通信事業者によって公表されてきた???。また、規制当局も、FTTH
も含めてネットワークの末端部分の伝送路に対する規制を導入してきた???。したがって、ネットワー
クの中立性の問題が、米国で顕在化している形で発生する可能性は低い???。しかし、ネットワークの
中立性をめぐる議論は、「次世代のネットワーク」（＝‘the Next Generation Network(s)’/NGN(s)）
のあり方を議論する際に、回避することが出来ない???。また、際限の無いインターネットにおいて、
米国におけるその制度設計/設計思想の改変は、特に、非ネットワーク系の IT事業者及びインター
ネットの上流部分を構成するネットワークを保有する大規模な通信事業者の活動を通じて、我が国に
おける、インターネット及びそれに接続される個々のネットワークの運営にも直接的に影響を与え得
る。更に、従来ネットワークの中立性の問題は、専らある事業者の、物理的な伝送路が位置する物理
層における市場力が、その他の層等における競争環境に影響を与え得るという問題について議論され
てきたが、当該問題は、プラットフォーム及び/又はアプリケーション等が位置する、ネットワーク層
（すなわち、IP）より上位における市場力が、その内部及びその他の層における競争環境に影響を与
えるという形でも発生し得る???。その様な考察において、米国でのネットワークの中立性をめぐる議
論は、我が国でも一定の意義を有するものと思われる。
［付記］ 本稿は、研究題目「高度なユビキタス社会を実現する情報通信政策の研究」（若手研究B平成17年
度～18年度）に対して交付された、科学研究費補助金の成果の一部を含むものである。
１ 例えば、拙稿「インターネット接続のブロードバンド化が電気通信事業に与える影響について」六甲台論集（法学
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政治学篇）48巻３号１頁以下（2002年）等を参照のこと。本稿は、以下で引用する幾つかの拙稿のアップデートとし
ての性質も有する。
２ 当該議論の経緯は、［１．２］で後述する。
３ コンピュータ通信網において使用される技術であって、コンピュータに、メッセージの送信以前に、それを小さな
「パケット」に分括することを要求するもののこと。ほとんどのコンピュータ通信網と同様に、インターネットもパ
ケット交換を使用する。Douglas E.Comer,The Internet Book 336（3d ed. 2000）等を参照。
４ 47U.S.C.?230(f)(1)(2006).
５ Lee W.McKnight & Joseph P.Bailey,Internet Economics 122(1997).
６ ?双方向コンピュータ・サービス」は、「双方向コンピュータ・サービスの語は、如何なるものであれ、複数の利用
者に対してコンピュータ・アクセスを提供し又は可能とする、情報サービス、情報システム又はアクセス・ソフトウェ
ア提供者を意味し、特に、インターネットへのアクセスを提供するサービス若しくはシステム、又は図書館若しくは
教育機関が運営するその様なシステム若しくはこれらが提供するその様なサービスを含む」と定義されている。47
U.S.C. ?230(f)(2)(2006).
７ McKnight & Bailey,supra note5,at 30.
８ ?伝送制御プロトコル」（＝‘Transmission Control Protocol’/以下「TCP」）及び「インターネット・プロトコル」
（＝‘Internet Protocol’/以下「IP」）から構成される「TCP/IPプロトコル・スタック」（＝‘TCP/IP Protocol stack’）
の「ネットワーク?レイヤー・プロトコル」（＝‘network-layer protocol’）であって、コネクションレス又はパケット
（交換による）接続サービスを提供するもののこと。IPによるパケットは、「ベスト・エフォート」型を基本として伝
搬される。あるパケットが成功裏に伝送されなかった場合には、当該パケットは破棄される。この様な事態が生じた
場合には、当該プロトコル・スタックの「インターネット・メッセージ制御プロトコル」（＝‘Internet Message Control
 
Protocol’/IMCP）が、送信者に対して、当該パケットが破棄されたことを通知し、その後、当該部分についての再送
信が行われる。IPは、「送信」（＝‘addressing’）、「サービスの類型」（＝‘type-of-service’）、「仕様」（＝‘specification’）、
（メッセージからパケットへの）「細分化」（＝‘fragmentation’）、（パケットからメッセージへの）「再構成」
（＝‘reassembly’）、及び「セキュリティ」（＝‘security’）に関する特徴を提供する。Jade Clayton, McGraw-Hill
 
Illustrated Telecom Dictionary 319（2d ed. 2000).
９ インターネットの歴史の詳細は、紙面の都合で省略する。例えば、拙稿・前掲注（１）［１．１］等を参照のこと。
10 Comer,supra note 3,at 110等を参照。
11 ?コモン・キャリア」は、「本法に服さないとされている場合を除き、如何なるものであれ、報酬を目的とする（＝
‘for hire’）コモン・キャリアとして、有線又は無線の州際通信若しくは外国との通信、又は、州際若しくは外国との
エネルギーの無線伝送に従事するものを意味する。但し、無線放送に従事するものは、そのものが当該事業に従事す
る限りにおいては、コモン・キャリアであると看做されない。」と、定義される。47U.S.C. ?153(10)(2006).また、
「連邦行政命令集」（＝‘Code of Federal Regulations’）では、「通信コモン・キャリア?如何なるものであれ、公衆に
対して報酬を目的として通信サービスを提供するもの」と定義されている。47C.F.R. ?21.2(2006).
12 Graham J.H.Smith (ed.),Internet Law and Regulation ４ (2d ed.1997).
13 インターネット通信の制度的な特徴の詳細は、紙面の都合で省略する。例えば、拙稿・前掲注（１）［１．２］等を
参照のこと。
14 当事者間の個別の合意にもとづかず、各地に設置された「相互接続点」（＝‘Inter Exchange(s)’/IX(s)）で、ネット
ワーク間の相互接続が行われる場合も存在する。
15 一般的に、ピアリング・フィーは、より通信回線の容量が大きく、より遠距離との通信を実現することが可能なネッ
トワークへ、すなわち、インターネットの上流部分への接続を可能とする事業者へ支払いが行われる。但し、当事者
間の合意にもとづく相互接続は、常に有償であるとは限らず、無償で行われる場合も存在する。
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16 一定の時間に伝送可能な情報の量のこと。詳細については、例えば、拙稿・前掲注（１）［２．１．１］? 1等を参
照のこと。
17 ?ケーブル・モデム・サービス」（＝‘cable modem service(s)’）とは、ケーブル事業者によって保有される伝送路
であるケーブル回線網を経由して提供される「インターネット・サービス」（＝‘Internet service(s)’）を意味する。米
国におけるケーブル・モデム・サービスの標準化は、Cable Television Laboratories, Inc.によって行われている。
ケーブル・モデムの標準である「ケーブル回線を経由してのデータ伝送のインターフェースに関する仕様」
（＝‘Data-Over-Cable System Interface Specification’/DOCSIS）によれば、一般的なケーブル・モデムを使用して、
上り方向で320KBps-10MBps、下り方向で27MBpsのデータ伝送が可能であるとされている。George Abe& Alicia
 
Buckley,Residential Broadband,Second Edition 150-51Table 3-4（2d ed. 2000）等を参照。
18 The Telecommunications Act of1996,Pub.L.No.104-104;110Stat.56(1996)(codified as amended at 47
U.S.C.??151-714(1996)).
19 ?電気通信」は、「利用者によって特定される２地点間又は多地点間の、利用者の選択による情報の伝送であって、
送受信される情報の形態又は内容に変更をともなわないものを意味する。」と、定義される。47U.S.C. ?153(43)
(2006).
20 ?電気通信サービス」は、「利用される施設にかかわらず、直接公衆に、又は直接公衆に効率的に利用可能とする類
の利用者に対して、料金を賦課して電気通信を提供することを意味する。」と、定義される。47U.S.C. ?153(46)
(2006).
21 ?情報サービス」は、「電気通信を経由して、情報を、生成し、取得し、蓄積し、変換し、処理し、検索し、利用し
又は利用可能とする能力を提供することを意味し、かつ、電子出版を含む。但し、電気通信システムの管理、制御若
しくは運用又は電気通信サービスの管理に、この様な能力を使用することを含まない。」と、定義される。47U.S.C.
?153(20)(2006).
22 In the Matter of Federal-State Joint Board on Universal Service,CC Docket No.96-45,Report to Congress,
13FCC Rcd 11501,FCC 98-67(rel.Apr.10,1998)(以下「Stevens Report」).
23 Stevens Report,13FCC Rcd at 11536,? 73.
24 FCCによる定義では、ISP(s)から消費者に至る、すなわち、「下り方向」（＝‘downstream’）、及び消費者から ISP(s)
に至る、すなわち、「上り方向」（＝‘upstream’）の双方において、200KBps以上の帯域を有する「高度な電気通信性
能」（＝‘advanced telecommunication capability（-ies)’）が「ブロードバンド」であるとされている。In the Matter
 
of Inquiry Concerning the Deployment of Advanced Telecommunications Capability to All Americans in a
 
Reasonable and Timely Fashion,CC Docket No.98-146,Report, 14FCC Rcd 2398,2406,FCC 99-5(rel.Feb.
2, 1999). 200KBpsという値は、従来型のアナログ・モデムでは最も高速な56KBpsモデムの約４倍の帯域値に相当す
る。なお、当該値をブロードバンドの基準とする根拠は、当該帯域を確保することによって、インターネット上の「ワー
ルド・ワイド・ウェブ」（＝‘World Wide Web’/以下「WWW」）頁を、あたかも書籍の頁を開くかの様に閲覧するこ
とが可能であり、また、「フル・モーション・ビデオ」（＝‘full motion video’）の伝送も可能となることを根拠として
いる。Id.
25 当時のケーブル・モデム・サービスは、従来型の28.8KBpsモデムと通常の電話の加入者回線を使用してダイヤル・
アップ接続を行う場合の約100倍の情報伝送が可能であるとされていた。
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義務は、ユニバーサル・サービス制度への貢献、それを目的とする長距離通信における「アクセス・チャージ」（＝‘access
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Docket No.00-185,Notice of Inquiry,15FCC Rcd 19287,FCC 00-355(rel.Sept.28,2000)(以下「Cable NOI」).
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03-36(rel.Aug.21,2003)(以下「Triennial Review」).
54 xDSLとは、既存のPSTN、特にその末端部分の加入者回線網において、既存の回線交換型の音声電話には使用さ
れない高周波数部分を使用して、高速の情報伝送を可能とする一連の技術を意味する。xDSLには幾つかの種類が存在
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で、迅速に前進することが可能である。」と述べて、合衆国最高裁判所が、FCCの判断を維持したことを歓迎した。FCC,
Chairman Kevin J.Martin’s Announcement Regarding the Supreme Court’s Decision in Brand X(June 27, 2005),
available at?http://hraunfoss.fcc.gov/edocs-public/attachmatch/DOC-259616A1.pdf> (visited July 1, 2005).
64 前掲注（28）等を参照のこと。
65 通信の端点に知識を集中させ、２つの端点の間にあるネットワークを可能な限り簡単に構成するという考え。
Clayton,supra note 8, at 427等を参照。
66 本稿執筆の時点では、「ネットワークの中立性」という語の公的な定義は、存在しない。また、現在その様に呼ば
れている語と同様又は類似の考えが、過去に別の語で表現された例も存在する。更に、［３．ｘ］で後述する様に、ネッ
トワークの中立性に対する見解も、識者によって異なる。しかし、当該語が目的とするものに鑑みた場合、それをこ
の様に定義することは可能である様に見受けられる。
67 レイヤー型規制論は、既存の規制が、基本的に、サービスが提供される施設にもとづいて、電気通信、地上波放送、
ケーブル、衛星及び移動体通信等の分類で行われるのに対して、通信を構成する機能的要素、すなわち、「国際標準化
機構」（＝‘International Organization for Standardization’/ISO）が策定したOpen System Interconnection（以
下「OSI」）の参照モデル（すなわち、所謂「OSI参照モデル」（＝‘OSI reference model’）における「レイヤー/層」
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971-72(2001).Lessig教授は、エンド・トゥー・エンドのインフラストラクチャーの手段として、オープン・アクセ
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ターネットを経由する、コンテンツ、サービス、及び/又はアプリケーション等の提供に従事する情報技術関連事業者
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してきた。
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Communications Inc.によるMCI, Inc.の買収が、相次いで発表され、同年10月31日、FCCは、これらの買収を承
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11CommLaw Conspectus 251, 267-68（2003）等を参照。
128 See supra note 125.
129 例えば、iLEC(s)とある特定の非ネットワーク系の IT 事業者（例えば、BellSouth CorporationとYahoo!社)と
の提携は、既に行われている。BellSouth Corporation,BellSouth and Yahoo!Form Strategic Alliance to Offer
 
Powerful Co-Branded Broadband Experience to BellSouth Internet Subscribers(rel.Oct. 17, 2005),available at
?http://bellsouth.mediaroom.com/index.php?s＝press-releases&item＝1439>(visited Dec. 8, 2005). 伝送路の保有
者が、公共インターネットの接続に際して、ある特定の事業者のトラフィック/通信量を優先的に伝送する場合、当該
事業者と競争関係にある非ネットワーク系の IT 事業者のトラフィック/通信量の遅延が発生し得る。このことは、こ
れらの事業者間の競争環境に重大な影響を与え得る。
130 特に、同一又は極めて類似の基準にもとづいて対価を支払う、複数の非ネットワーク系の IT 事業者のトラフィッ
ク/通信量の間で差別化が行われる場合には、価格差別の是非をめぐる議論が行われる可能性が存在する。
131 Berners-Lee博士は、自らのウェブログ/ブログにおいて、「ネットワークの中立性」を「私/ある者が、ある一定の
品質のサービスでインターネットに接続を行う目的で支払いを行い、あなた/その他の者が、当該又はそれ以上の品質
のサービスでインターネットに接続を行う場合には、当該品質のサービスで交信出来ること」である、と定義する。
そして、連邦議会が、ネットワークの中立性を保護し得ることを希望することを表明しつつも、「ネットワークの中立
性」とは、あるものが、高品質なサービスに対してより多くの支払いを行うべきではない、と述べることではない。」
と述べて、価格設定に関する規制の必要性を否定する。Tim Berners-Lee,Net Neutrality:This is serious(posted
 
June 21, 2006),available at?http://dig.csail.mit.edu/breadcrumbs/node/144>(visited July 14, 2006).
132 Lawrence Lessig,The Dems get Net Neutrality(posted June 302006),available at?http://lessig.org/blog/
archives/003450.shtml> (visited July 1, 2006).
133 詳細については、紙面の都合で省略する。拙稿・前掲注（101）の［解説］等を参照のこと。
134 近時では、「連邦取引委員会」（＝‘the Federal Trade Commission’/以下「FTC」）の委員長も、当該問題に対す
る関心を示してきた。FTC,FTC Chairman Addresses Issue of“Net Neutrality”(rel.Aug. 21, 2006),available at
?http://www.ftc.gov/opa/2006/08/neutrality.htm>(visited Aug. 31, 2006).
135 例えば、下院法案であるH.R. 5252（RFS）の?201ブロードバンド政策声明の強制 によって新たに導入が意図
される、1934年通信法?715(d)(1)は、以下の様に規定する。
?715. ブロードバンド政策声明の強制．
(ｄ)(１)解釈規則?本条の如何なるものも、反トラスト法の適用可能性又は反トラスト法のもとで生じる請求を審理
する合衆国の地方裁判所の管轄権を、修正し、阻害し、又は無効にするものと解釈されてはならない．
136 2006年８月21日、FTCのDeborah Platt Majoras委員長は、Progress and Freedom Foundationが主催する年
次会議であるAspen Summit2006において、ネットワークの中立性に関する広範な規制を導入することに対する強い
警戒を表明した。彼女は、その理由として、⑴現在の時点では消費者に対する明示された損害が発生していないこと、
⑵政府規制に必要な費用に対する考慮がなされなければならないこと、⑶概して、競争は、時間の経過とともに、消
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費者に対する最善の結果を創出すること、⑷法執行及び規制に関する既存の枠組みが存在すること、の４点を指摘す
る。FTC, The Federal Trade Commission in the Online World:Promoting Competition and Protecting
 
Consumers;Remarks by Deborah Platt Majoras Chairman, Federal Trade Commission;Luncheon Address
 
The Progress & Freedom Foundation’s Aspen Summit (Aug. 21, 2006), available at?http://www.ftc.gov/
speeches/majoras/060821pffaspenfinal.pdf> (visited Aug. 31, 2006).
137 当該事項の詳細についても、紙面の都合で省略する。拙稿・前掲注（101）の［解説］等を参照のこと。
138［２．２．２］及び前掲注（105）等を参照のこと。
139 例えば、Thierer氏は、⑴ブロードバンドの、サービス、アプリケーション及びコンテンツの垂直的統合と関連す
る効率性であって、政府規制によって排除されるべきではないものが存在し得ること、⑵ネットワークの中立性の支
持者は、単に既存のシステムの限界の中で消費者の厚生を最大化することに没頭するのではなく、如何にして、将来
のネットワークに資金を提供し、それを構築するかという問題に、より多くの思考と精力を注ぐ必要があること、⑶
政策立案者は、例えば、「開放された」（＝‘open’）システム対「閉鎖された」（＝‘closed’）システム、又は「愚かな/
ダムな」（＝‘dumb’）ネットワーク対「賢い/スマートな」（＝‘smart’）ネットワークという様な、次世代のネットワー
クの技術的な選択について、不可知論を実行するべきであること、並びに⑷ネットワークの中立性を目的とする規制
の導入は、企業が、競争者を妨害する目的で当該規制を使用する危険性を創出し、FCCによる、インターネット及び
ブロードバンド市場に対する、より一般的で、より多く規制の導入を助成し得ること、を指摘して、ネットワークの
中立性を目的とする規制の導入に慎重な姿勢を示す。Adam Thierer,Are “Dumb Pipe”Mandates Smart Public
 
Policy?Vertical Integration,Net Neutrality,and the Network Layers Model, 3J.on Telecomm.& High Tech.
L. 275, 307-08（2005).
140 例えば、Wu助教授は、ネットワークの差別化を全面的に禁止することは非生産的であると述べて、（多くの場合に
は利用者の特定と密接に関連する）「IPアドレス」（＝‘IP address’）、「ドメイン・ネーム」（＝‘domain name’）、「クッ
キーの情報」（＝‘cookie information’）及び「TCPポート」（＝‘TCP port’）等にもとづく「ネットワーク内部の基
準」（＝‘inter-network criteria’）による差別の禁止を提案する。当該考えのもとでは、例えば、音声、静止画又は動
画等のアプリケーションのトラフィック/通信量が、その類型によって異なるネットワークによって伝送されることは
認容されるものの、あるネットワーク内部においては、それらのトラフィック/通信量が平等な取扱いを受けることが
要求される（すなわち、トラフィック/通信量の類型に応じた価格差別は容認されることとなる）。Tim Wu,Network
 
Neutrality,Broadband Discrimination, 2 J.on Telecomm.& High Tech.L. 141, 166-68(2003).Wu助教授は、
米国でのブロードバンドをめぐる議論が解決されないという問題に対しては、(ネットワークの中立性を支持する)
?開放論者」(＝‘Openist(s)’)及び (それに反対する）「規制緩和論者」(＝‘Deregulationist(s)’)の各々に、「勝者が独
り占めする」(＝‘winner-take-all’)アプローチを取るものが存在することが貢献している (すなわち、前者であると
ころの ISP(s)は、完全なオープン・アクセス規則を立法によって獲得しようとしてきた一方で、後者であるところの
ケーブル事業者は、過去の激しい審査の間には中立的な実務を守ってきたにもかかわらず、既存の実務を法典化し、
規制上の審査を除去することに大いに貢献する、単純な中立性の規則に賛成することを望まない様に見受けられる)、
と指摘する。そして、当事者間の和解を求める。Tim Wu, The Broadband Debate:A user’s guide, 3 J. on
 
Telecomm.& High Tech.L.69,94(2004).
141 また、伝送路への投資の誘因という理由を除外する場合、ブロードバンド・サービスを含む広義の通信事業におけ
る垂直的統合に対しては、批判的な見解も存在する。例えば、Yoo助教授は、広義の通信に相当するメディア産業に
おける垂直的統合に関する詳細な検討を行い、静的な分析においても、動的な分析においても、地上波テレビジョン
放送、ケーブル事業及びケーブル・モデム・サービスについては、広範な規制的禁止を正当化するために十分な競争
阻害の蓋然性が存在すると結論付ける。Christopher S.Yoo, Vertical Integration and Media Regulation in the
 
New Economy.19Yale J.on Reg. 171, 295-97(2002).Yoo助教授は、相互運用性及び非差別を保証することが消
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費者の利益となるという主張は、議論の余地のない直感的に認識される訴えを有する、と述べて、ネットワークの中
立性を支持する。Christopher S. Yoo, Would Mandating Broadband Network Neutrality Help or Hurt
 
Competition? A Comment on the End-to-End Debate, 3 J.on Telecomm.& High Tech.L.23, 68, (2004-2005).
142 今日でも、インターネット上のトラフィック/通信量は、既に過密化している。今日進展しつつある垂直的統合型
の事業形態及びネットワークの最適化等は、伝送路の保有者による、この様な事態に対する対処としての意味も有す
る。
143 すなわち、「階層化されたインターネット」又は「優先車線」の構築は、公共インターネットの存在と当該部分に
ついてはその基本構造の変革をもたらさないものの、それらの著しい進展がインターネットの将来的な発展を阻害す
る危険性を有することが否定出来ないものである、と理解することも可能である。
144 近時では、経済学的観点から、特に「インフラストラクチャー」(＝‘infrastructure’)理論を用いて、ネットワーク
の中立性を支持する研究も公表されている。例えば、Loyola University Chicagoの Brett M.Frischmann助教授は、
インフラス卜ラクチャーとは、「資源」(＝‘resource’)が、⑴「非競合的」(＝‘nonrival’)である (すなわち、ある消
費者の財の消費が他の消費者の消費量を減少させない)、⑵幾つかのその他の「財」(＝‘goods’)の ?投入物」
(＝‘input(s)’) となる、及び⑶「私的財」(＝‘private goods’)、「公共財」(＝‘public goods’)及び「非市場財」
(＝‘nonmarket goods’)を含む、広い範囲の商品又はサービスの投入物となる、という３つの条件が該当する、一連
の「中間財」 (＝‘intermediate goods’)であり、この３番目の条件が、市場の失敗を発生させ得ることを指摘する。
そして、インターネットが、インフラストラクチャーとしての性質を最も明確に有するものの１つであることに鑑み
て、オープン・アクセス又は政府規制の何れかが必要であると主張する (特に、前者の重要性を指摘する)。Brett M.
Frischmann,An Economic Theory of Infrastructure and Commons Management,89Minn.L.Rev.917,1020-24
(2005).
145 Lessig教授は、Frischmann助教授の見解 (see supra note144)を支持し、市場のみを重視する連邦政府による
非規制の政策を批判する。Lawrence Lessig,Reply:Re-Marking the Progress in Frischmann,89Minn.L.Rev.
1031,1043(2005).
146 特に、インターネット上におけるアプリケーション・ソフトウェア技術の発展は、物理層の制約を受けることなく、
私人間の交信を実現してきた。今日では、その応用である「ウェブ2.0」（＝‘Web 2.0’）と呼ばれる、WWW 技術の応
用である利用者参加型のサービスも普及しつつあり、それは知識の幅広い伝搬を可能とする。また、この様なサービ
スは、既存のMVPDサービスと同様又は類似のサービスの提供も可能とする。
147 ウェブ2.0と呼ばれる、利用者参加型のサービスは、非常に分散化されたネットワークの利用によって実現される。
すなわち、これらのサービスは、高度なアプリケーションの応用であり、個々のネットワークを相互に接続する公共
インターネットに大きく依存している。したがって、個々のネットワークを接続する公共インターネット部分に対す
る投資が著しく減少する場合には、これらのサービスの発展に致命的な打撃がもたらされる危険性が発生し得ること
は否定出来ない。
148 おそらく、本稿執筆の時点における米国での議論が専らその国内市場に注目していることによるものと思われる
が、際限の無いインターネットにおいて、トラフィック/通信量の高速化に必要な費用の追加的要求をネットワークの
保有者に容認することは、今日の米国経済を牽引している非ネットワーク系の IT 事業者に対して、米国国外のネット
ワーク保有者から経済的な要求が行われる（すなわち、結果として、又は政策的意図をもって）主として米国系であ
る前記事業者から非米国におけるネットワーク（特に、その末端部分）の保有者への富/利益の移転が行われる）可能
性の創出（又は拡大）を促進し得る。
149 インターネットの一般への普及の初期の段階においては、専ら個人によってWWW サイト等が運営され、情報の
発信者とは、すなわち、エンド・ユーザーである消費者であった。そして、現在に至るまで彼らに対してアクセスの
対価が要求されてきた。今日では、専ら既存のMVPDサービスと極めて類似のサービスを提供する事業者によって
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も、特に帯域を集中的に使用する動画等の情報が発信される一方で、この様な事業者に対しては、殆どの場合には全
く対価が要求されていない、という事実にも一定の考慮がなされるべきである、という考えは、一定の範囲で説得力
を有し得る。しかし、近時においては、インターネット上のトラフィック/通信量の大部分（例えば、約80％という見
解も存在する）は、エンド・ユーザーによるP2P型のファイル交換ソフトウエアの利用によるものであると指摘する
研究も存在する。前記の見解では、エンド・ユーザーの上位数％、すなわち、所謂「ヘビ ・ーユーザー」が、トラフィッ
ク/通信量全体の約50％を消費すると考えられている。また、当該見解では、トラフィック/通信量全体の約10％が、
既存のMVPDサービスと極めて類似のサービスを提供する目的で、事業者による「ストリーミング」（＝‘streaming’）
に消費されると考えられている。トラフィック/通信量の大部分が、主としてエンド・ユーザーの行為によって消費さ
れているならば、将来的にも、伝送路の建設及び維持を目的とする費用は、基本的には帯域の利用を反映する対価を
エンド・ユーザーに賦課することによって確保されるべきである、という考えが説得力を有するものと思われる。
150 非ネットワーク系の IT 事業者に対するトラフィック/通信量の高速化に必要な費用の追加的要求を認める場合に
は、負担を要求されるサービス及び事業者をどの範囲で決定するかという実務上の問題が発生し得る。例えば、非ネッ
トワーク系の IT 事業者による動画配信サービスとYouTube??に代表される本来は個人を対象とする動画像を含む
コンテンツ共有サービスとの区分は、限りなく低くなっている。したがって、ネットワークの末端部分の伝送路の保
有者が対価の支払いを要求する場合に、これらのサービスをどの様に区別し、どの範囲で追加料金の賦課の対象とす
るか、という実際上の問題が顕在化する可能性は否定出来ない。
151 2004年11月10日、日本電信電話株式会社（以下「NTT社」）は、「NTTグループ中期経営戦略」を発表し、翌年
11月９日には、IPベースの次世代ネットワークの構築及びブロードバンド・サービスの展開に関する計画の詳細を公
表した。当該計画において、NTT社は、一定の要件のもとで自発的に自らのネットワークを公開する意思を示してい
る。
152 我が国では、主に電気通信事業の民営化が行われた後に敷設された光ファィバー（特に、「ファイバー・トゥー・
ザ・ホーム」（＝‘Fiber To The Home’/以下「FTTH」）に使用されるものも含む）についても、競争者に対する開
放義務が、NTT社に賦課されている。
153 高速のデータ通信を実現する物理的施設又は設備が一定の水準に達した我が国においては、（例えば、FTTHに代
表される）同様の性能を有する施設又は設備を保有する事業者間の競争環境の斉一化も、政策的課題とされるべきで
あろう。
154 ?次世代のネットワーク」（＝‘the Next Generation Network(s)’/以下「NGN(s)」）とは、「有線（通信）と無線（通
信）との収束/融合」（＝‘Fixed Mobile Convergence’/以下「FMC」）と呼ばれる、固定通信及び移動体通信の統合、
及び各種のマルチメディア・サービスの実現等を可能とする、IP技術の応用によって実現される、次世代の電話網を
意味する。しかし、本稿執筆の時点において、NGN(s)に関する標準化は、音声に関する一部について限定的に行わ
れたのみであって、映像、プラットフォーム及びその他の詳細については、未確定である。なお、FMCの定義は未だ
に確定していない（公的な定義も存在しない）が、一般に、有線（通信）と無線（通信）との間における、⑴使用さ
れる端末機器の共用化、⑵請求書の統合及び⑶物理的ネットワーク・レベルでの収束/融合の何れか又はこれらの結合
を意味する語として使用されている様に見受けられる。
155 我が国でも、コンテンツの配信に関しては、伝送路の種類によって異なる規制が行われてきた。将来においては、
規制の可能な限りの斉一化も課題とされるであろう。このことは、高速のデータ伝送が可能な複数の有線及び特に無
線の伝送路が構築され、エンド・ユーザーが保有する機器に対して、既存の枠組みにおける放送及びその他の事業者
が、コンテンツ配信を本格的に開始する過程において、顕在化するものと思われる。
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